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大阪市中央卸売市場業務条例南港市場施行規則 
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   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大阪市中央卸売市場業務条例（昭和46年大阪市条例第40号。以

下「条例」という。）の施行に関し必要な事項（大阪市中央卸売市場南港市場（以下

「市場」という。）に係るものに限る。）を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

（関連事業の種類） 

第３条  条例第２条第７項の市場の機能の充実に資する業務又は市場の利用者 
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に便益を提供する業務として市規則で定めるものは、次に掲げる業務とする。 

 ⑴ 加工業 

⑵ 運送業 

⑶ 福利厚生業 

 

第２章 市場関係事業者 

    第１節 卸売業者 

（卸売業務の許可申請） 

第４条 条例第11条第１項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した

所定の様式による卸売業務許可申請書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 名称及び主たる事務所の所在地 

⑵ 資本金又は出資の額及び役員の氏名 

⑶ 卸売の業務を行おうとする条例第４条第１項の市場及び取扱品目 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 定款 

 ⑵ 登記事項証明書 

 ⑶ 役員の履歴書及び戸籍抄本又はこれに代わる書面 

 ⑷ 株主若しくは出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資額を記

載した書面 

 ⑸ 第12条第１項に規定する事業報告書の様式の例により作成した最近２年間にお

ける事業報告書 

 ⑹ 当該事業年度開始の日以後２年間における事業計画書 

 ⑺ 申請者が他の法人に対する支配関係（他の法人に対する関係で、次に掲げるも

のをいう。以下同じ。）を持つているときは、その法人の名称及び主たる事務所の

所在地、その法人の総株主等（総株主、総社員又は総出資者をいう。以下同じ。）

の議決権（株式会社にあつては、株主総会において決議することができる事項の
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全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社

法（平成17年法律第86号）第879条第３項の規定により議決権を有するものとみな

される株式についての議決権を含む。以下同じ。）の数及び当該議決権の数のうち

当該申請者が有する議決権の数、その法人に対する支配関係を持つに至つた理由

を記載した書面並びにその法人の定款、直前事業年度の貸借対照表及び損益計算

書並びに当該事業年度の事業計画書 

  ア 申請者がその法人の総株主等の議決権の２分の１以上に相当する議決権を有

する関係 

  イ 申請者の営む卸売の業務と同種の業務に従事し、又は従事していた者がその

法人の役員の過半数又は代表する権限を有する役員の過半数を占める関係 

  ウ 申請者がその法人の総株主等の議決権の100分の10以上に相当する議決権を有

し、かつ、その法人の事業活動の主要部分について継続的で緊密な関係を維持

する関係（イに掲げるものを除く。） 

⑻ 申請者が条例第11条第４項第２号から第４号まで及び第８号に掲げる者に該当

しないことを誓約する書面 

⑼ 申請者が条例第11条第５項に規定する者に該当する場合には、その旨を記載し

た書面 

⑽ 申請の日前30日以内の日現在における次に掲げる事項を記載した所定の 

様式による純資産額調書（以下「純資産額調書」という。） 

ア 市長が指定する各勘定科目に計上した資産の額 

イ 市長が指定する各勘定科目に計上した負債の額 

 ⑾ その他市長が必要と認める書類 

（純資産額の計算方法） 

第５条 条例第11条第６項（条例第12条第５項及び第13条第３項において準用 

する場合を含む。）の規定により純資産額を計算する場合には、前条第２項第10号ア

に掲げる額の合計額から同号イに掲げる額の合計額を控除するものとする。 
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（純資産基準額） 

第６条 条例第12条第１項の純資産基準額は、別表に定めるとおりとする。 

（純資産額回復の申出） 

第７条 条例第12条第３項の規定による申出をしようとする者は、申出書に申出の日

前30日以内の日現在における純資産額調書を添えて、市長に提出しなければならな

い。 

（純資産額の定期報告） 

第８条 条例第13条第１項の規定による報告は、毎年３月31日を計算日とした純資産

額調書を当該計算日から60日以内に提出してしなければならない。 

（財産の状況を記載した書類の提出） 

第９条 条例第13条第２項の規定による財産の状況を記載した書類は、市長が指定す

る事項を記載した合計残高試算表とし、その書類の提出は、卸売業者が条例第68条

第１項各号のいずれかに該当することとなつた場合又はその純資産額が第６条の規

定により定められた純資産基準額（その者が卸売の業務を行う取扱品目の部類が２

以上ある場合にあつては、その各取扱品目の部類について同条の規定により定めら

れた純資産基準額を合算した額）を下回つた場合において、３月ごとに市長の指示

に従い行うものとする。 

（卸売業者の事業の譲渡及び譲受け並びに合併及び分割の認可申請） 

第10条 条例第14条第１項の規定により卸売の業務に係る事業の譲渡及び譲受けにつ

いて市長の認可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した所定の様式によ

る譲渡及び譲受け認可申請書を、譲渡人及び譲受人が連署して市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 譲渡人及び譲受人の名称及び主たる事務所の所在地 

 ⑵ 譲り渡す事業に係る条例第４条第１項の市場及び取扱品目 

 ⑶ 譲渡及び譲受けの予定年月日 

 ⑷ 譲渡及び譲受けを必要とする理由 
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２ 条例第14条第２項の規定により卸売業者たる法人の合併について市長の認可を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した所定の様式による合併認可申請書

を、合併の当事者が連署して市長に提出しなければならない。 

⑴ 合併の当事者の名称及び主たる事務所の所在地 

 ⑵ 合併後存続する法人又は合併により設立される法人の名称及び主たる事務 

所の所在地 

 ⑶ 合併の方法及び条件 

 ⑷ 合併の予定年月日 

 ⑸ 合併を必要とする理由 

３ 条例第14条第２項の規定により卸売業者たる法人の分割について市長の認可を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した所定の様式による分割認可申請書

を、市長に提出しなければならない。この場合において、分割の当事者が２以上あ

るときは、それらの者が分割認可申請書に連署しなければならない。 

⑴ 分割の当事者の名称及び主たる事務所の所在地 

 ⑵ 分割により卸売の業務を承継する法人の名称及び主たる事務所の所在地 

⑶ 分割により承継させる卸売の業務に係る条例第４条第１項の市場及び取扱 

品目 

 ⑷ 分割の方法及び条件 

 ⑸ 分割の予定年月日 

 ⑹ 分割を必要とする理由 

４ 第４条第２項の規定は、第１項の申請書の添付書類について準用する。この場合

において、同条第２項中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類並びに譲

渡及び譲受けに係る契約書の写し」と、同項第８号及び第９号中「申請者」とある

のは「譲受人である申請者」と読み替えるものとする。 

５ 第４条第２項の規定は、第２項の申請書の添付書類について準用する。この場合

において、同条第２項中「次に掲げる書類」とあるのは「当該申請者及び合併後存
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続する法人又は合併により設立される法人についての次に掲げる書類並びに合併に

係る契約書の写し」と、同項第８号及び第９号中「申請者」とあるのは「合併後存

続する法人又は合併により設立される法人」と読み替えるものとする。 

６ 第４条第２項の規定は、第３項の申請書の添付書類について準用する。この場合

において、同条第２項中「次に掲げる書類」とあるのは「当該申請者及び分割によ

り卸売の業務を承継する法人についての次に掲げる書類並びに分割に係る計画書又

は契約書の写し」と、同項第８号及び第９号中「申請者」とあるのは「分割により

卸売の業務を承継する法人」と読み替えるものとする。 

（その他の届出事項） 

第11条 条例第15条第１項第５号の市規則で定める事由は、次に掲げるとおりとす

る。 

⑴ せり人が条例第19条第３項第１号、第２号及び第４号のいずれかに該当するこ

ととなつたとき 

⑵ せり人の氏名に変更があつたとき 

⑶ 卸売業者（その役員を含む。）が破産の宣告を受けたとき、起訴されたとき又

はその職務若しくは業務に関して訴訟の当事者となつたとき若しくはその判決が

あつたとき 

（卸売業者の事業報告書） 

第12条 条例第18条第１項の卸売業者が提出する事業報告書は、卸売市場法施行規則

（昭和46年農林省令第52号）別記様式第２号によるものとする。 

２ 条例第18条第２項の財務に関する情報として市規則で定めるものは、貸借対照表

及び損益計算書とする。 

３ 条例第18条第２項に規定する市規則で定める正当な理由は、次に掲げるとおりと

する。 

 ⑴ 当該卸売業者に対し卸売のための販売の委託又は販売をする見込みがないと認

められる者から閲覧の申出がなされた場合 
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 ⑵ 安定的な決済を確保する観点から当該卸売業者の財務の状況を確認する目的以

外の目的に基づき閲覧の申出がなされたと認められる場合 

 ⑶ 同一の者から短期間に繰り返し閲覧の申出がなされた場合 

（せり人の登録申請等） 

第13条 条例第19条第１項の規定によりせり人の登録を受けようとする卸売業者は、

次に掲げる事項を記載した所定の様式によるせり人登録申請書を、市長の定める期

間内に市長に提出しなければならない。 

⑴ 卸売業者の名称 

⑵ 登録を受けようとするせり人の住所、氏名及び生年月日 

２ 前項の申請書には、当該登録を受けようとするせり人について、住所、氏名及び

生年月日を証する書類、履歴書その他市長が必要と認める書類を添付しなければな

らない。 

３ 条例第19条第５項（条例第20条第３項において準用する場合を含む。）の登録証

は、第１号様式によるものとする。 

４ 条例第20条第１項の規定によりせり人の登録の更新を受けようとする卸売業者

は、次に掲げる事項を記載した所定の様式によるせり人登録更新申請書にせり人の

住所、氏名及び生年月日を証する書類その他市長が必要と認める書類を添付して、

当該せり人の登録の有効期間満了の日前50日から30日までの間に市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴ 卸売業者の名称 

⑵ 登録を更新しようとするせり人に交付されている登録証に記載された登録番号 

⑶ 登録を更新しようとするせり人の住所、氏名及び生年月日 

５ 条例第23条の市規則で定める記章は、第２号様式によるものとする。 

 

    第２節 仲卸業者 

（仲卸業務の認定申請） 
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第14条 条例第25条第１項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した

所定の様式による仲卸業務認定申請書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地 

 ⑵ 法人にあつては、資本金又は出資の額及び役員の氏名 

 ⑶ 仲卸しの業務を行おうとする条例第４条第１項の市場及び取扱品目 

２ 前項の申請書には、当該申請者が法人である場合は、次に掲げる書類を添付しな

ければならない。 

⑴ 定款 

⑵ 登記事項証明書 

⑶ 役員の履歴書及び戸籍抄本又はこれに代わる書面 

⑷ 株主若しくは出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資 

額を記載した書面 

⑸ 貸借対照表 

⑹ 損益計算書 

⑺ 当該事業年度開始の日以後２年間における事業計画書 

⑻ 申請者が条例第25条第４項第２号、第３号、第６号及び第８号に掲げる 

者に該当しないことを誓約する書面 

⑼ その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の申請書には、当該申請者が個人である場合は、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

⑴ 住所、氏名及び生年月日を証する書類並びに履歴書 

⑵ 資産調書又は貸借対照表 

⑶ 損益計算書 

⑷ 当該事業年度開始の日以後２年間における事業計画書 

⑸ 申請者が条例第25条第４項第１号から第３号まで及び第８号に掲げる者に該当

しないことを誓約する書面 
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⑹ その他市長が必要と認める書類 

（売買参加章等の交付） 

第15条 南港市場長（以下「場長」という。）は、市長が条例第25条第１項の認定をし

たときは、当該認定に係る仲卸業者に売買参加章を交付するものとする。 

２ 場長は、仲卸業務の適正かつ健全な運営を確保するため必要があると認めるとき

は、仲卸業者の役員又は使用人に副売買参加章を交付することができる。 

３ 前２項の規定により売買参加章又は副売買参加章の交付を受けた者は、市場にお

いてせり又は入札に参加するときは、売買参加章又は副売買参加章を着用しなけれ

ばならない。 

（仲卸業者の事業の譲渡及び譲受け並びに合併及び分割の認可申請） 

第16条 条例第26条第１項の規定により仲卸しの業務に係る事業の譲渡及び譲受けに

ついて市長の認可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した所定の様式に

よる譲渡及び譲受け認可申請書を、譲渡人及び譲受人が連署して市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴ 譲渡人及び譲受人の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地 

 ⑵ 譲り渡す事業に係る条例第４条第１項の市場及び取扱品目 

 ⑶ 譲渡及び譲受けの予定年月日 

 ⑷ 譲渡及び譲受けを必要とする理由 

２ 条例第26条第２項の規定により仲卸業者たる法人の合併について市長の認可を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した所定の様式による合併認可申請書

を、合併の当事者が連署して市長に提出しなければならない。 

⑴ 合併の当事者の名称及び主たる事務所の所在地 

 ⑵ 合併後存続する法人又は合併により設立される法人の名称及び主たる事務所の

所在地 

 ⑶ 合併の方法及び条件 

 ⑷ 合併の予定年月日 
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 ⑸ 合併を必要とする理由 

３ 条例第26条第２項の規定により仲卸業者たる法人の分割について市長の認可を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した所定の様式による分割認可申請書を

市長に提出しなければならない。この場合において、分割の当事者が２以上あると

きは、これらの者が分割認可申請書に連署しなければならない。 

⑴ 分割の当事者の名称及び主たる事務所の所在地 

 ⑵ 分割により仲卸しの業務を承継する法人の名称及び主たる事務所の所在地 

⑶ 分割により承継させる仲卸しの業務に係る条例第４条第１項の市場及び取扱品

目 

 ⑷ 分割の方法及び条件 

 ⑸ 分割の予定年月日 

 ⑹ 分割を必要とする理由 

４ 第14条第２項及び第３項の規定は、第１項の申請書の添付書類について準用す

る。この場合において、同条第２項中「当該申請者が法人である場合は、次に掲げ

る書類」とあるのは「当該申請者のうちに法人である者がある場合は、その法人に

ついての次に掲げる書類並びに譲渡及び譲受けに係る契約書の写し」と、同条第３

項中「当該申請者が個人である場合は、次に掲げる書類」とあるのは「当該申請者

のうちに個人である者がある場合は、その個人についての次に掲げる書類並びに譲

渡及び譲受けに係る契約書の写し」と読み替えるものとする。 

５ 第14条第２項の規定は、第２項の申請書の添付書類について準用する。この場合

において、同条第２項中「当該申請者が法人である場合は、次に掲げる書類」とあ

るのは「当該申請者及び合併後存続する法人又は合併により設立される法人につい

ての次に掲げる書類並びに合併に係る契約書の写し」と読み替えるものとする。 

６ 第14条第２項の規定は、第３項の申請書の添付書類について準用する。この場合

において、同条第２項中「当該申請者が法人である場合は、次に掲げる書類」とあ

るのは「当該申請者及び分割により市場における仲卸しの業務を承継する法人につ
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いての次に掲げる書類並びに分割計画書又は分割契約書の写し」と読み替えるもの

とする。 

（相続の認可申請） 

第17条 条例第27条第１項の市長の認可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した所定の様式による相続認可申請書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 相続人の氏名及び住所 

 ⑵ 被相続人の氏名及び住所 

 ⑶ 相続の開始の日 

⑷ 引き続き行おうとする仲卸しの業務に係る条例第４条第１項の市場及び取扱品

目 

２ 第14条第３項の規定は、前項の申請書の添付書類について準用する。この場合に

おいて同条第３項中「当該申請者が個人である場合は、次に掲げる書類」とあるの

は「次に掲げる書類並びに申請者と被相続人との続柄を証する書類及び当該仲卸業

務を申請者が引き続き営むことに対する申請者以外の相続人の同意書の写し」と読

み替えるものとする。 

（その他の届出事項） 

第18条 条例第28条第１項第５号の市規則で定める事由は、仲卸業者（法人である場

合にあつては、その役員を含む。）が条例第25条第４項第５号に該当するに至つたと

き、破産の宣告を受けたとき、起訴されたとき又はその職務若しくは業務に関して

訴訟の当事者となつたとき若しくはその判決があつたときとする。 

（事業報告書） 

第19条 条例第31条の仲卸業者が提出する事業報告書は、次に掲げる事項を記載した

所定の様式によるものとする。 

(1) 業務の概要 

 (2) 貸借対照表 

 (3) 損益計算書 
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 (4) 従業員の状況 

 (5) その他市長が必要と認める事項 

２ 仲卸業者が法人である場合には、前項の事業報告書に株主又は出資者の名簿を添付

しなければならない。 

 

    第３節 売買参加者 

（売買参加の認定申請） 

第20条 条例第32条第１項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した

所定の様式による売買参加認定申請書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地 

⑵ 認定に係る業務に従事する者が勤務する事務所（以下この号及び第24条第１号

において「営業所」という。）の所在地 

 ⑶ 法人にあつては、資本金又は出資の額及び役員の氏名 

 ⑷ 認定に係る業務を行おうとする条例第４条第１項の市場及び取扱品目 

２ 第14条第２項及び第３項の規定は、前項の申請書の添付書類について準用する。

この場合において、同条第２項第８号中「条例第25条第４項第２号、第３号、第６

号及び第８号」とあるのは「条例第32条第４項第２号、第４号及び第６号」と、同

条第３項第５号中「条例第25条第４項第１号から第３号まで及び第８号」とあるの

は「条例第32条第４項第１号、第２号及び第６号」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、第１項の認定について、市場における取引の適正かつ健全な運営を確保

するため必要があると認めるときは、卸売業者又は仲卸業者の意見を聴くことがあ

る。 

（売買参加の認定の有効期間等） 

第21条 条例第32条第１項の認定の有効期間は、２年とする。 

２ 前項の認定の更新を受けようとする売買参加者は、前条第１項各号に掲げる事項

を記載した所定の様式による売買参加認定更新申請書を、当該認定の有効期間満了
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の日の30日前までに市長に提出しなければならない。 

３ 前項の申請書には、資産調書又は貸借対照表及び損益計算書並びに最近２年間に

おける売買取引の方法ごとの卸売業者からの買受代金の合計額を記載した所定の様

式による業務報告書を添付しなければならない。 

４ 前条第３項の規定は、第２項の規定による更新の申請について準用する。 

（売買参加者の要件） 

第22条  条例第32条第４項第５号の市規則で定めるものは、市場における取引の効率

化と流通秩序の保持を阻害するおそれがある者又は次の各号のいずれにも該当しな

い者とする。 

 ⑴ 直接消費者に販売することを本来の業務とする肉類の小売業者 

⑵ 肉類を加工して販売することを業務とする加工業者（以下「加工業者」と 

いう。）及び給食業者 

(3) 消費生活協同組合その他市長が適当と認めるもの 

（売買参加章等） 

第23条 場長は、市長が条例第32条第１項の認定をしたときは、当該認定に係る売買

参加者に売買参加章を交付するものとする。 

２ 場長は、売買参加者の効率的な取引を確保するため必要があると認めるときは、

売買参加者の役員又は使用人に売買参加章を交付することができる。 

３ 前２項の規定により売買参加章の交付を受けた者は、市場においてせり又は入札

に参加するときは、売買参加章を着用しなければならない。 

（その他の届出事項） 

第24条 条例第33条第１項第４号の市規則で定める事由は、次に掲げるとおりとす

る。 

 ⑴ 営業所の所在地に変更があつたとき 

⑵ 売買参加者(法人である場合にあつては、その役員を含む。)が市場の卸売 

業者若しくは仲卸業者又は卸売業者若しくは仲卸業者の役員若しくは使用人 
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に該当するに至つたとき、破産の宣告を受けたとき又は起訴されたとき 

 

    第４節 関連事業者 

（関連事業者の数の最高限度） 

第25条 条例第35条の市規則で定める関連事業者の数の最高限度は、次のとおりとす

る。 

加工業    ３ 

運送業    １ 

福利厚生業  １ 

（関連事業の承認申請） 

第26条 条例第36条第１項の承認を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した

所定の様式による関連事業承認申請書を市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地 

 ⑵ 法人にあつては、資本金又は出資の額及び役員の氏名 

 ⑶ 関連事業の種類 

２ 第14条第２項及び第３項の規定は、前項の申請書の添付書類について準用する。

この場合において、同条第２項第３号中「役員」とあるのは「代表者」と、同項第

７号及び同条第３項第４号中「当該事業年度開始の日以後２年間における事業計画

書」とあるのは「業務の内容を明らかにした書類」と、同条第２項第８号中「条例

第25条第４項第２号、第３号、第６号及び第８号」とあるのは「条例第36条第３項

第２号及び第５号」と、同条第３項第５号中「条例第25条第４項第１号から第３号

まで及び第８号」とあるのは「条例第36条第３項第１号、第２号及び第５号」と読

み替えるものとする。 

（その他の届出事項） 

第27条 条例第38条において準用する条例第28条第１項第５号の市規則で定める事由

は、関連事業者(法人である場合にあつては、その代表者を含む。)が破産の宣告を受
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けたとき又は起訴されたとき若しくはその判決があつたときとする。 

 

   第３章 売買取引及び決済の方法 

（せり売又は入札の方法による生鮮食料品等） 

第28条 条例第41条第４項の市規則で定める生鮮食料品等の品目は、牛の枝肉及び生体 

で受け入れた豚の枝肉とする。 

（売買取引の単位） 

第29条 売買取引の単位は、重量による。ただし、重量によることが困難なものについ 

ては、個数又は容器をもつてその単位とすることができる。 

（相対取引による卸売の承認申請書等） 

第30条 条例第41条第５項第５号に掲げる場合において同項の規定による承認を受け

ようとする卸売業者は、次に掲げる事項を記載した所定の様式による相対取引承認

申請書に同号の契約に係る契約書の写しを添付して、これを市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ 卸売業者の名称 

⑵ 品目 

⑶ 卸売価格 

 ⑷ 数量 

 ⑸ 産地 

 ⑹ 販売予定年月日 

 ⑺ 卸売の相手方 

⑻ 相対取引を必要とする理由 

⑼ その他市長の定める事項 

（受託拒否の正当な理由） 

第31条 条例第43条の市規則で定める正当な理由は、次のとおりとする。 

 ⑴ 販売の委託の申込みがあつた生鮮食料品等が食品衛生上有害である場合 
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 ⑵ 販売の委託の申込みがあつた生鮮食料品等が市場において過去に全て残品とな

り販売に至らなかつた生鮮食料品等と品質が同程度であると市長が認める場合 

 ⑶ 卸売業者が使用許可を受けている卸売場及び附帯施設の受入能力を超える場合 

 ⑷ 販売の委託の申込みがあつた生鮮食料品等に関し、法令に違反し、若しくは公

益に反する行為の疑いがある場合又は販売を制限する行政機関の指示若しくは命

令があつた場合 

 ⑸ 販売の委託の申込みが条例第42条の規定により卸売業者が公表した売買取引の

条件に基づかない場合 

 ⑹ 販売の委託の申込みが市場以外の場所における売買取引の残品の出荷であるこ

とが明白である場合 

⑺ 販売の委託の申込みが次に掲げる者から行われたものである場合 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなつた日か

ら５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。） 

  イ 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用する者 

  ウ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

（売買仕切書の記載事項） 

第32条 条例第44条第３項の市規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 卸売をした受託物品の品目、数量並びに卸売金額及び税抜卸売金額（委託者の

責めに帰すべき理由により卸売代金の変更をした場合には、当該変更に係る品

目、数量並びに卸売金額及び税抜卸売金額） 

 ⑵ 卸売に係る委託手数料 

 ⑶ 卸売に係る費用のうち委託者の負担となる費用の項目及び金額（消費税額及び

地方消費税額を含む。） 

 ⑷ 卸売に係る売買仕切金 

２ 卸売業者は、売買仕切書の写しを、その作成の日から５年間保存しなければなら
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ない。 

（販売原票の作成） 

第33条 卸売業者は、取扱物品の卸売をしたときは、直ちに、次に掲げる事項を記載

した販売原票を書面で作成しなければならない。 

⑴ 品目 

 ⑵ 卸売価格 

 ⑶ 数量 

 ⑷ 産地 

 ⑸ 販売年月日 

 ⑹ 出荷者 

 ⑺ 売買取引の方法 

 ⑻ その他市長が定める事項 

２ 前項の販売原票には、一連の番号を付さなければならない。 

３ 卸売業者は、第１項の販売原票の原本を、その作成の日から５年間保存しなけれ

ばならない。 

（卸売予定数量等の報告） 

第34条 条例第45条第１項の規定による報告は、その日の卸売を開始するまでに行わ

なければならない。 

２ 条例第45条第２項の規定による報告は、その日の卸売を終了した後直ちに次に掲

げるいずれかの方法により行わなければならない。 

 ⑴ 所定の様式による売上報告書を提出する方法 

 ⑵ 前条第１項の販売原票の記載内容を電子情報処理組織（本市の使用に係る電子

計算機と報告をしようとする者の使用に係る電気計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。）を使用して電気通信回線を通じて送信する方法 

３ 条例第45条第３項の規定による報告は、毎月10日までに前月分を、所定の様式に

よる月間売上報告書により行わなければならない。 
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（仲卸業者又は売買参加者以外の者への卸売の報告） 

第35条 条例第45条第４項の規定による報告は、生鮮食料品等の品目ごとの流通の形

態を勘案して市長が定める時期までに、所定の様式による報告書により行わなけれ

ばならない。 

２ 条例第45条第４項の市規則で定める事項は、卸売の相手方その他市長が必要と認

める事項とする。 

（市場に集荷しない卸売の報告） 

第36条 条例第45条第５項の規定による報告は、生鮮食料品等の品目ごとの流通の形

態を勘案して市長が定める時期までに、所定の様式による報告書により行わなけれ

ばならない。 

２ 条例第45条第５項の市規則で定める事項は、生鮮食料品等を市場外の施設に集荷

して卸売した場合の当該施設の名称、所在地、種類及び規模とする。 

（卸売業者以外の者からの買入れの報告） 

第37条 条例第45条第６項の市規則で定める者は、次に掲げる者とする。 

 ⑴ 仲卸業者 

 ⑵ 仲卸業者が卸売業者から卸売を受けた生鮮食料品等を加工業者に販売した後、

当該仲卸業者が当該生鮮食料品等を加工した物品を当該加工業者から買い入れた

場合における当該加工業者 

 ⑶ その他生鮮食料品等の流通の形態、出荷者の供給事情その他の事情を勘案して

特に必要であると市長が認める者 

２ 条例第45条第６項の規定による報告は、毎月10日までに前月分を、所定の様式に

よる報告書により行わなければならない。 

３ 条例第45条第６項の市規則で定める事項は、買入れの相手方その他市長が必要と

認める事項とする。 

（奨励金等の交付の報告） 

第38条 条例第45条第７項の報告は、事業年度ごとに、当該事業年度経過後90日以内
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に所定の様式による報告書により行わなければならない。 

（卸売業者による卸売予定数量等の公表） 

第39条 条例第46条第１項の規定による公表は、午後３時まで行わなければならな

い。 

（卸売業者による委託手数料等の公表） 

第40条 条例第46条第３項の規定による公表は、毎月の末日までに行わなければなら

ない。 

（買受代金の支払を怠つた取引参加者の報告） 

第41条 卸売業者又は仲卸業者は、その卸売又は販売の相手方である取引参加者が条例 

第49条第２項第２号に該当する行為を行つたときは、速やかにその旨を市長に報告し 

なければならない。 

（卸売代金の変更） 

第42条 条例第52条の市規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

⑴ 卸売をした生鮮食料品等に市場取引の経験から予見し難い隠れた瑕疵があると

市長が認める場合 

⑵ 見本その他の出荷者から事前に提供された情報と卸売をした生鮮食料品等の数

量又は品質等に著しく差違があると市長が認める場合 

 

第４章 市場の業務に関する品質管理 

（生鮮食料品等の品質管理の方法） 

第43条 条例第53条第１項第４号の市規則で定める卸売の業務に係る生鮮食料品等の

品質管理の高度化を図るために必要な事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 施設及び用具の洗浄その他施設等の衛生的な利用に関する事項 

⑵ 主要な作業手順に関する事項 

 

第５章 市場施設の使用 
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（卸売場等の使用許可の申請） 

第44条 条例第54条第１項の使用の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した所定の様式による卸売業者市場施設使用許可申請書を市長に提出しなければ

ならない。 

 ⑴ 卸売業者の名称 

 ⑵ 使用しようとする市場施設の種別 

 ⑶ 卸売の業務の遂行に必要な市場施設の面積 

 ⑷ 附帯施設の使用に係る申請にあつては、当該附帯施設の使用の用途 

 ⑸ ３月以下の期間で使用しようとする場合にあつては、使用の期間 

（保証金の預託） 

第45条 条例第54条第４項、第56条第４項、第57条第５項及び第58条第５項の規定に

よる保証金の預託は、市長が発行する納入通知書により指定金融機関又は指定代理

金融機関に納付して行わなければならない。 

（保証金に充てる有価証券の価格等） 

第46条 条例第55条第３項（条例第56条第５項、第57条第６項及び第58条第６項にお

いて準用する場合を含む。）の市規則で定める有価証券を保証金に充てる場合におけ

る当該有価証券の価格は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

⑴ 国債証券及び地方債証券 その額面金額に相当する額 

⑵ 日本銀行が発行する出資証券及び特別の法律により法人が発行する債券 その

額面金額の100分の90に相当する額 

２ 条例第55条第２項（条例第56条第５項、第57条第６項及び第58条第６項において

準用する場合を含む。）の規定により本市に預託した有価証券は、市長が必要と認め

る場合を除くほか、これを差し替えることができない。 

（仲卸売場等の使用許可の申請） 

第47条 条例第56条第１項の使用の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記
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載した所定の様式による仲卸業者市場施設使用許可申請書を市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ 仲卸業者の氏名又は名称 

 ⑵ 使用しようとする市場施設の種別 

 ⑶ 仲卸しの業務の遂行に必要な市場施設の面積 

 ⑷ 附帯施設の使用に係る申請にあつては、当該附帯施設の使用の用途 

 ⑸ ３月以下の期間で使用しようとする場合にあつては、使用の期間 

（関連事業に係る施設の使用許可の申請） 

第48条 条例第57条第１項の使用の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した所定の様式による関連事業者市場施設使用許可申請書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

 ⑴ 関連事業者の氏名又は名称 

 ⑵ 使用しようとする市場施設の種別 

 ⑶ 関連事業の遂行に必要な市場施設の面積 

⑷ 関連事業者の営業所又は事務所以外の附帯施設の使用に係る申請にあつては、

当該附帯施設の使用の用途 

 ⑸ ３月以下の期間で使用しようとする場合にあつては、使用の期間 

（卸売業者等以外の者への施設の使用許可の申請等） 

第49条 条例第58条第１項の使用の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した所定の様式による市場施設使用許可申請書を市長に提出しなければならな

い。 

 ⑴ 使用しようとする者の氏名及び住所（法人にあつては、名称及び主たる事務所

の所在地） 

 ⑵ 使用しようとする附帯施設の種別及び位置 

 ⑶ 使用の用途 

 ⑷ ３月以下の期間で使用しようとする場合にあつては、使用の期間 
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２ 前項の申請書には、使用しようとする者の住民票の写し（法人にあっては、定款

及び登記事項証明書）その他市長が必要と認める書類を添付しなければならない。 

３ 条例第58条第１項の許可を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、

遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

⑴ 条例第58条第１項の許可に係る附帯施設の使用を休止し、又は再開したと 

 き 

⑵ 氏名若しくは名称又は住所若しくは主たる事務所の所在地に変更があつた 

とき 

⑶ 法人である場合には、役員又は定款に変更があつたとき 

（原状変更の承認申請） 

第50条 条例第60条第１項の承認を受けようとする使用者は、次に掲げる事項を記載

した所定の様式による承認申請書に設計図面、仕様書その他市長が必要と認める書

類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称 

 ⑵ 原状変更を行おうとする市場施設の種別及び位置 

 ⑶ 原状変更の工事の概要 

 ⑷ 工事の期間 

 ⑸ 工事の施工者の氏名又は名称 

（市場施設の管理費用） 

第51条 使用者は、自己の負担において、使用許可を受けた市場施設を管理しなけれ

ばならない。 

（火災等の予防） 

第52条 使用者は、市場施設の使用について、火災等の予防に必要な措置を講じなけ

ればならない。 

（市場施設の清掃等） 

第53条 使用者は、次に定めるところにより、市場施設の清潔を保持しなければ 
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ならない。 

⑴ 業務終了後は使用許可を受けた市場施設及びその周囲を清掃し、廃棄物を所定

の場所に集積すること 

⑵ 商品、容器その他市場施設の使用のために必要な物品を使用許可を受けた市場

施設以外の場所へ放置しないこと 

⑶ 市場内において廃棄物を焼却しないこと 

２ 共同で利用する市場施設の清掃については、関係者が共同して行わなければなら

ない。 

（市場施設への立入り等） 

第54条 市長は、市場施設の管理上必要があると認めるときは、使用許可をした施設

に立ち入り、又は使用者に対して必要な報告を求めることができる。 

（市場施設の返還等） 

第55条 条例第63条各項の規定により市場施設を返還すべき者は、当該市場施設を原状 

に回復したとき又は同条第１項ただし書若しくは同条第２項ただし書の規定により 

当該施設を返還しようとするときは、市長の検査を受けた後、速やかに返還届を市長 

に提出しなければならない。 

（使用料の納付期限等） 

第56条 条例第64条第１項の使用料のうち、月額による使用料は、当月分を毎月25日

までに、売上高割使用料は、前月分を毎月25日までに納付しなければならない。 

２ 条例別表本場の項仲卸業者市場使用料の項売上高割使用料の項の市規則で定める

者は、第37条第１項各号に掲げる者とする。 

（使用者負担の費用） 

第57条 条例第64条第２項の市規則で定める費用は、電気、湯、水道、工業用水道、

下水道その他これらに類する費用であつて次に掲げるものとする。 

⑴ 使用許可を受けた市場施設における使用により生じた費用 

⑵ 前号の市場施設以外の市場施設における申出による使用により生じた費用 
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２ 前項の費用の算定は、計器による。ただし、計器により難いときは、市長の定め

る方法により認定するものとする。 

３ 第１項の費用は、前月分を毎月25日までに市長に納付しなければならない。 

 

   第６章 監督 

（身分を示す証明書） 

第58条 条例第67条第１項の規定により立入検査をする職員に係る同条第２項の証明

書は、第３号様式によるものとする。 

（改善措置命令） 

第59条 条例第68条第１項第１号の市規則で定める率は、１とする。  

２ 条例第68条第１項第２号の市規則で定める率は、0.1とする。 

３ 条例第68条第１項第３号の市規則で定める期間は、連続する３以上の事業年度と

する。 

４ 条例第68条第３項第１号の市規則で定める率は、0.1とする。  

５ 条例第68条第３項第２号の市規則で定める期間は、連続する３以上の事業年度とす

る。 

 

   第７章 南港市場運営協議会 

（専門委員の任期） 

第60条 大阪市中央卸売市場南港市場運営協議会(以下「協議会」という。) の専門委

員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、退任するものとする。 

（会長） 

第61条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代 

理する。 
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（会議） 

第62条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

（幹事） 

第63条 協議会に幹事若干名を置き、市長が委嘱し、又は任命する。 

２ 幹事は、協議会の所掌事務について委員及び専門委員を補佐する。 

（庶務） 

第64条 協議会の庶務は、中央卸売市場において行う。 

（その他の運営の細目） 

第65条 条例及びこの規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、

会長が定める。 

 

第８章 雑則 

（期限の特例） 

第66条 条例及びこの規則の規定による申請、届出その他の行為（第56条に規定する

使用料及び第57条に規定する費用の納付を除く。）の期限でこの規則の規定において

期間（時をもつて定める期間を除く。）をもつて定めるもの（以下「申請等期限」と

いう。）が本市の休日（大阪市の休日を定める条例（平成３年大阪市条例第42号）第

１条に規定する市の休日をいう。以下同じ。）であつて市場の開場日（条例第５条第

１項の休日（同条第２項の規定により開場する日を除く。）及び同条第２項の休業日

（以下これらを「市場の休場日」という。）以外の日をいう。以下同じ。）に当たる

ときは、当該市場の開場日をその期限とする。 

２ 申請等期限のうち第34条第３項又は第37条第２項に定めるものが本市の休日以外

の市場の休場日に当たるときは、当該期限の直前の市場の開場日をその期限とす

る。 

３ 申請等期限（前項に規定するものを除く。）が本市の休日以外の市場の休場日に当
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たるときは、当該市場の休場日以後最初の市場の開場日をもつてその期限とみな

す。 

（卸売業務の代行の通知） 

第67条 卸売業者は、条例第71条第１項又は第３項の規定により卸売の業務を行うこ

ととなったときは、その旨を直ちに当該物品の出荷者に通知しなければならない。 

（入場禁止又は退場） 

第68条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、入場を禁止し、又は退場

させることがある。 

⑴ 秩序又は風俗を害するおそれがある者 

⑵ 危険物(市場の業務の用に供するものを除く。)又はごみその他の廃棄 

物を携帯する者 

⑶ その他市場業務に支障を及ぼすおそれがあると認められる者 

（掲示事項） 

第69条 市長は、次の各号に掲げるときは、当該各号に定める事項を市場内の見やす

い場所に掲示するものとする。 

⑴ 条例第５条第２項の規定により休日に開場するとき又は休日以外の日に休業日

を定めたとき その年月日 

⑵ 卸売業者に係る条例第11条第１項の許可若しくは仲卸業者に係る条例第25条第

１項の認定をしたとき又は卸売業者若しくは仲卸業者が資格を失つたとき 次に

掲げる事項  

ア 卸売業者の名称又は仲卸業者の氏名若しくは名称 

イ 取扱品目 

ウ 許可若しくは認定の年月日又は資格を失つた年月日 

⑶ 卸売業者に係る条例第14条第１項の認可又は仲卸業者に係る条例第26条第１項

の認可をしたとき 次に掲げる事項 

ア 譲渡人又は譲受人の名称 
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イ 譲り渡す事業に係る取扱品目 

ウ 認可の年月日 

⑷ 卸売業者に係る条例第14条第２項の認可又は仲卸業者に係る条例第26条第２項

の認可をしたとき 次に掲げる事項 

ア 合併又は分割の当事者の名称 

イ 合併又は分割をする事業に係る取扱品目 

ウ 認可の年月日 

⑸ 条例第19条第１項の規定によりせり人を登録したとき又は条例第22条の規定に

より登録を消除したとき 次に掲げる事項 

 ア 卸売業者の名称及び取扱品目 

イ せり人の氏名 

ウ 登録番号 

エ 登録の年月日及び有効期間又は消除の年月日 

⑹ 仲卸業者に係る条例第27条第１項の認可をしたとき 次に掲げる事項 

ア 被相続人及び相続人の氏名 

イ 相続をする事業に係る取扱品目 

ウ 認可の年月日 

⑺ 売買参加者に係る条例第32条第１項の認定を行つたとき又は売買参加者が資格

を失つたとき 次に掲げる事項 

ア 売買参加者の氏名又は名称 

イ 取扱品目 

ウ 認定の年月日又は資格を失つた年月日 

エ 第22条第２項の規定により売買参加者の役員又は使用人に売買参加章を交付 

した場合にあつては、その者の氏名 

⑻ 関連事業者に係る条例第36条第１項の承認をしたとき又は条例第37条の規定に

より関連事業者の承認を取り消したとき 次に掲げる事項 
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ア 関連事業者の氏名又は名称 

イ 関連事業の種類 

ウ 承認の年月日又は承認を取り消した年月日 

（施行の細目） 

第70条 この規則の施行に関し必要な事項は、中央卸売市場長が定める。 
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別表（第６条関係） 

 

  

部類 卸売金額 純資産基準額 

食肉部 50 億円未満 

50 億円以上 100 億円未満 

100 億円以上 200 億円未満 

200 億円以上 300 億円未満 

300 億円以上 400 億円未満 

400 億円以上 500 億円未満 

500 億円以上 

10,000,000 円 

22,000,000 円 

50,000,000 円 

90,000,000 円 

120,000,000 円 

150,000,000 円 

200,000,000 円 
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第１号様式（第13条関係） 

             (表) 

                      第   号 

         せ り 人 登 録 証 

 

         所属卸売業者名   

         氏     名    

         生 年 月 日     年 月 日  

         登 録 年 月 日     年 月 日  

         有 効 期 限     年 月 日  

 

  上記の者は、大阪市中央卸売市場南港市場食肉部 

 せり人として登録していることを証明します。  

 

      年  月  日発行 

               大阪市長  

 

 

             (裏) 

(注意) 

１ この登録証は、卸売のせりに従事するときは必ず携帯すること 

２ この登録証は、他人に貸与し、又は譲渡しないこと 

３ この登録証を紛失したときは、直ちに発行者に届け出ること 

４ この登録証は、有効期間を経過したとき、新たな登録証の交付を受けた 

とき又はせり人の資格を喪失したときは、直ちに発行者に返還すること 

５ この登録証の有効期間は、登録の日から起算して５年間とする。ただ

し、次に掲げる者の有効期間は、３年間とする。 

⑴ 初めて登録を受ける者 

⑵ 大阪市中央卸売市場業務条例第 21 条又は第 69 条第５項の規定により 

登録の取消しを受けた者で当該取消し後の最初の登録を受ける者 

⑶ 大阪市中央卸売市場業務条例第 69 条第５項の規定により業務の停止 

を命ぜられた後の最初の登録を受ける者  

 

  

写  真 

縦 ３cm 

横 ２cm 

印 
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第２号様式（第13条関係) 

 

 

    

 

 

 

 

       30 

50 

      

 

 

       

 

単位 ミリメートル 

  

5 

6 

4 

5 
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第３号様式（第58条関係） 

第      号 

身 分 証 明 書 

 

              大阪市中央卸売市場 

              氏名 

 

                  生年月日 

                  

                     

上記の者は、大阪市中央卸売市場業務条例第67条第１項の規定による立入

検査に従事する職員であることを証明する。 

               年 月 日 

 

大阪市長             印 

 

備考 

  １ 用紙の紙質は白洋厚紙とし、寸法は縦8.5センチメートル、横６センチメートルとする。 

  ２ 裏面に根拠法令を記載する。 

３ 有効期間は、発行日から１年以内とする。 

 

  

写 
 

真 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年６月21日から施行する。 

（経過措置） 

２ 大阪市中央卸売市場業務条例の一部を改正する条例（令和２年大阪市条例第37号。

以下「改正条例」という。）附則第７項の規定により改正条例による改正後の大阪市

中央卸売市場業務条例（昭和46年大阪市条例第40号）第32条第１項の認定を受けたも

のとみなされる者に係る当該認定の有効期間は、この規則による改正後の大阪市中央

卸売市場業務条例南港市場施行規則（以下「新規則」という。）第21条第１項の規定に

かかわらず、当該者に係る改正条例による改正前の大阪市中央卸売市場業務条例第25

条第１項の承認の有効期間の満了の日までとする。 

３ この規則による改正前の大阪市中央卸売市場業務条例南港市場施行規則（以下「旧

規則」という。）第15条の４第１項の規定により南港市場長（以下「場長」という。）

が交付した売買参加章は、新規則第15条第１項の規定により場長が交付した売買参加

章とみなす。 

４ 旧規則第18条の２第１項の規定により場長が交付した売買参加章は、新規則第23条 

第１項の規定により場長が交付した売買参加章とみなす。 

 


